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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　負荷に供給する高周波電力の電力値が一定になるように制御する高周波電源装置におい
て、
　高周波電力の供給源となる高周波出力手段と、
　前記高周波出力手段から負荷に向かう進行波および前記負荷側から高周波出力手段側に
向かう反射波を検出する検出手段と、
　前記検出手段によって検出した進行波および反射波に基づいて、進行波電力に対応する
信号および反射波電力に対応する信号を求める電力信号出力手段と、
　前記進行波電力に対応する信号から前記反射波電力に対応する信号を減じることによっ
て負荷側電力に対応した信号を演算する負荷側電力演算手段と、
　高周波電源装置の出力端で検出した高周波情報に基づいて、反射係数を演算する反射係
数演算手段と、
　反射係数または反射係数を特定可能な反射係数特定情報を用いて設定される複数の内側
領域および前記内側領域の夫々と対をなす複数の外側領域の設定データを記憶する記憶手
段と、
　前記反射係数演算手段で演算された反射係数が前記複数の内側領域のいずれかの内側領
域内に入った場合には、前記負荷側電力に対応した信号を電力信号として出力し、前記反
射係数演算手段で演算された反射係数が前記複数の内側領域のいずれかの内側領域を出て
その内側領域と対をなす外側領域内に入り更に外側領域外に出た場合には、前記進行波電
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力に対応する信号を電力信号として出力する制御対象切替手段と、
　前記制御対象切替手段から出力される電力信号が、出力電力設定値に対応した信号と等
しくなるように前記高周波出力手段の出力を制御する制御手段と
を備え、
　前記記憶手段には、少なくとも、
（１）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記ポーラーチャートの中心であ
る反射係数の絶対値が０の点を含むように領域が設定された第１の内側領域、
（２）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記第１の内側領域を包囲するよ
うに領域が設定された第１の外側領域、
（３）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記ポーラーチャートの中心から
見て領域の最も外側の境界が前記第１の内側領域の境界よりも外側になるように領域が設
定された第２の内側領域、及び、
（４）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記第２の内側領域を包囲するよ
うに領域が設定された第２の外側領域、
の設定データが記憶されており、
　前記制御対象切替手段は、前記いずれかの外側領域と前記いずれかの内側領域とが重な
った場合、その重なった領域は内側領域として扱うことを特徴とする高周波電源装置。
【請求項２】
　前記記憶手段に記憶される前記複数の内側領域及び複数の外側領域の設定データは、
　反射係数の絶対値および位相角、または前記反射係数の絶対値および位相角を特定可能
な反射係数特定情報を用いて設定されることを特徴とする請求項１に記載の高周波電源装
置。
【請求項３】
　負荷に供給する高周波電力の電力値が一定になるように制御する高周波電源の制御方法
において、
　反射係数または反射係数を特定可能な反射係数特定情報を用いて複数の内側領域および
前記内側領域の夫々と対をなす複数の外側領域を設定しておき、
　出力する進行波電力および負荷側から反射される反射波電力を検出するとともに、高周
波電源装置の出力端における反射係数を演算し、
　前記演算した反射係数が、前記複数の内側領域のうち、いずれかの内側領域内に入った
場合には、進行波電力から反射波電力を減じた負荷側電力を一定にする制御を行い、前記
複数の内側領域のうち、いずれかの内側領域を出てその内側領域と対をなす外側領域内に
入り更に外側領域外に出た場合には、進行波電力を一定にする制御を行い、
　前記複数の内側領域及び複数の外側領域として、少なくとも、
（１）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記ポーラーチャートの中心であ
る反射係数の絶対値が０の点を含むように領域が設定された第１の内側領域、
（２）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記第１の内側領域を包囲するよ
うに領域が設定された第１の外側領域、
（３）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記ポーラーチャートの中心から
見て領域の最も外側の境界が前記第１の内側領域の境界よりも外側になるように領域が設
定された第２の内側領域、及び、
（４）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記第２の内側領域を包囲するよ
うに領域が設定された第２の外側領域、
の設定データが記憶されており、
　前記いずれかの外側領域と前記いずれかの内側領域とが重なった場合、その重なった領
域を内側領域として扱うことを特徴とする高周波電源の制御方法。
【請求項４】
　前記複数の内側領域及び複数の外側領域の設定データは、
　反射係数の絶対値および位相角、または前記反射係数の絶対値および位相角を特定可能
な反射係数特定情報を用いて設定されることを特徴とする請求項３に記載の高周波電源の
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制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えばプラズマエッチング、プラズマＣＶＤを行うプラズマ処理装置等の負
荷に電力を供給する高周波電源装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　負荷に高周波電力を供給する高周波電源装置として、従来は高周波電源装置が出力する
進行波電力を一定に制御する方法（以下、ＰＦ制御という）あるいは進行波電力から反射
波電力を減じた負荷側電力を一定に制御する方法（以下、ＰＬ制御という）が用いられて
きた。
【０００３】
　図７は、ＰＦ制御を用いた従来の高周波電源装置５０の構成及び高周波電源装置５０と
整合器３と負荷５との接続関係を示すブロック図である。
　従来の高周波電源装置５０は、伝送線路２及び整合器３及び負荷接続部４を介して、負
荷５に高周波電力を供給するための電源装置であり、下記のように出力電力が制御される
。
【０００４】
　電圧制御可変減衰器１３において、後述する誤差増幅器２６の出力信号を指令値として
、水晶発振器１２から出力された所定の周波数の高周波信号のレベルを可変させて出力す
る。増幅部１５では、ＡＣ／ＤＣ変換部１４から供給された直流電力と電圧制御可変減衰
器１３から出力された高周波信号とを入力とし、電圧制御可変減衰器１３から出力する高
周波信号を増幅して進行波電力ＰＦを出力する。電力検出部１６では、増幅部１５から出
力された進行波電力ＰＦを減衰させて取り出し、減衰進行波信号ＲＦｐｆを出力する。そ
の後、電力レベル変換器１７にて、電力検出部１６の出力を直流信号に変換した後規格化
して出力する。誤差増幅器２６では、電力レベル変換器１７の出力信号の大きさが、出力
電力設定信号の大きさと等しくなるように電圧制御可変減衰器１３に指令値となる信号を
出力する。このようにすることで進行波電力を一定に制御することができる。
【０００５】
　整合器３は、整合器３の入力端３０１から伝送線路２を経由し高周波電源装置側を見た
電源側インピーダンスＺｏ（通常は５０Ω）と、整合器３の入力端から負荷側を見た負荷
側インピーダンスＺＬ（整合器３及び負荷接続部４及び負荷５のインピーダンス）とを整
合させることによって、高周波電源装置と負荷５との間をインピーダンス整合させる目的
で用いられる装置である。
【０００６】
　この整合器３は、内部に図示しない可変インピーダンス素子（例えば、可変コンデンサ
、可変インダクタ等）を備えていて、高周波電源装置と負荷５との間がインピーダンス整
合するように、上記の可変インピーダンス素子のインピーダンスを変化させる機能を有す
る。より具体的には、例えば高周波電源装置の出力端１０１から高周波電源装置側を見た
インピーダンス（出力インピーダンス）が、例えば５０Ωに設計され、高周波電源装置が
、特性インピーダンス５０Ωの伝送線路２でインピーダンス整合器３の入力端に接続され
ているとすると、インピーダンス整合器３は、当該インピーダンス整合器３の入力端から
負荷側を見た負荷側インピーダンスＺＬを５０Ωに変換するように可変インピーダンス素
子のインピーダンスを変化させる。
【０００７】
　負荷５は、加工部を備え、その加工部の内部に搬入したウエハ、液晶基板等の被加工物
を加工（エッチング、ＣＶＤ等）するための装置である。この負荷５は、被加工物を加工
するために、加工部にプラズマ放電用ガスを導入し、そのプラズマ放電用ガスに高周波電
源装置から供給された高周波電力（電圧）を印加することによって、上記のプラズマ放電
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用ガスを放電（以下、プラズマ放電という）させて非プラズマ状態からプラズマ状態にし
ている。そして、プラズマを利用して被加工物を加工している。なお、このような放電を
伴う負荷を放電負荷という。
【０００８】
　図８は、ＰＬ制御を用いた従来の高周波電源装置５１の構成及び高周波電源装置５１と
整合器３と負荷５との接続関係を示すブロック図である。
　従来の高周波電源装置５１は、伝送線路２及び整合器３及び負荷接続部４を介して、負
荷５に高周波電力を供給するための電源装置であり、下記のように出力電力が制御される
。なお、整合器３および負荷５は、図７と同様なので、説明を省略する。
【０００９】
　電圧制御可変減衰器１３において、後述する誤差増幅器２６の出力信号を指令値として
、水晶発振器１２から出力された所定の周波数の高周波信号のレベルを可変させて出力す
る。増幅部１５では、ＡＣ／ＤＣ変換部１４から供給された直流電力と電圧制御可変減衰
器１３から出力された高周波信号とを入力とし、電圧制御可変減衰器１３から出力する高
周波信号を増幅して進行波電力ＰＦを出力する。電力検出部１６では、増幅部１５から出
力される進行波電力ＰＦおよび反射波電力ＰＲを減衰させて取り出し、減衰進行波信号Ｒ
Ｆｐｆ及び減衰反射波信号ＲＦｐｒを出力する。その後、電力レベル変換器１７にて、電
力検出部１６の出力を直流信号に変換した後規格化して出力する。その後、負荷側電力演
算部１８にて、負荷側電力（進行波電力－反射波電力）に対応した信号を求めて出力する
。誤差増幅器２６では、負荷側電力演算部１８の出力信号の大きさが、出力電力設定信号
の大きさと等しくなるように電圧制御可変減衰器１３に指令値となる信号を出力する。こ
のようにすることで負荷側電力を一定に制御することができる。
【００１０】
　ところで、図７、図８に示した高周波電源装置５０、５１と負荷５との間がインピーダ
ンス整合しているときは、高周波電源装置５０、５１から出力された高周波電力が効率よ
く負荷５に供給される。しかし、負荷５の内部インピーダンスがプラズマ放電の状態によ
って変動するために、負荷のインピーダンスは整合時に比べて、高インピーダンス又は低
インピーダンスに変動する。
　そうなると、高周波電源装置５０、５１と負荷５との間がインピーダンス整合していな
い状態になって、整合器の入力端３０１での反射係数が増加するために、高周波電源装置
５０、５１から出力されて負荷５に向かう進行波電力の一部又は全部が反射して整合器３
から高周波電源装置に向かう反射波電力ＰＲが発生するので、高周波電力が効率よく負荷
５に供給されない。
【００１１】
　通常は、整合器３によってインピーダンス整合をさせるために、整合状態に戻るが、非
整合状態から整合状態になるまでの間は、反射波電力が発生することになる。上記のよう
な理由で発生した反射波電力ＰＲは、高周波電源装置内に戻る。
【００１２】
　次に、前述した高周波電源装置を含むシステムにおいて、高周波電源装置から高周波電
力が出力されてからの動作について説明する。
【００１３】
（１）前述した高周波電源装置を含むシステムにおいて、高周波電源装置から負荷５に高
周波電力が供給されて放電可能な状態になると、放電が開始される。この段階では、整合
していないために反射波電力が多く、ほぼ全反射の状態である。すなわち、反射係数Γの
絶対値｜Γ｜≒１の状態である。なお、反射係数Γとは、進行波に対する反射波の比（割
合）のことをいい、式（１）で表される。また、反射係数Γの絶対値を｜Γ｜とし、位相
角をθとすると、反射係数Γは、式（２）で表される。また、式（２）を変更すると、式
（３）になり、この式（３）をまとめると、反射係数を「実数部＋虚数部」の形式で表す
こともできる。
　　反射係数Γ＝ＲＦｐｒ／ＲＦｐｆ　　　　・・・・（１）
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　　反射係数Γ＝｜Γ｜・ｅｘｐ（ｊθ）　　・・・・（２）
　　反射係数Γ＝｜Γ｜・（（ｃｏｓθ）＋ｊ（ｓｉｎθ））　　・・・・（３）
【００１４】
（２）整合器が反射波電力を減少させるように整合動作を行う。その結果、最終的には、
整合目標点に到達する。なお、整合目標点とは、ポーラーチャート上において、反射係数
の絶対値｜Γ｜＝０の位置、または反射係数の絶対値｜Γ｜が設定した許容範囲内（例え
ば、｜Γ｜≦０．１）の位置をいう。
【００１５】
（３）負荷の条件（電力供給量など）が変化すると、負荷のインピーダンスが変化して反
射が増える場合がある。その場合は、再度、整合器によって整合動作が行われて整合目標
点に到達する。以降はこの繰り返しである。
【特許文献１】特開２００５－０７７２４８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　前述したように、ＰＦ制御またはＰＬ制御に関わらず、出力電力の制御は、電力検出部
１６の検出信号に基づいて行っている。そのために、精度良く制御を行うためには、電力
検出部１６の検出精度が良い必要があるが、電力検出部１６の検出精度には下記（１）に
示すような特性があるので、（２）および（３）に示すように各制御方法に特有の問題が
生じる。
【００１７】
（１）電力検出部１６の検出精度：
　高周波電源装置の電力検出部１６の検出感度は、結合度と方向性の２つの仕様で決定さ
れる。結合度は、高周波電力の減衰量を表す。方向性は、電力検出部１６自身の入出力特
性インピーダンス（主に構造によって決まる）と電力検出部１６単体に負荷５０Ωを繋い
だときに、進行波電力ＰＦ、反射波電力ＰＲの漏れの大きさで決まる値であり、この方向
性によって電力検出部１６の検出精度が決定される。
【００１８】
　図９は、ＰＦ制御を行う場合に、「理想電力検出部」（検出値に全く誤差のない電力検
出部）を使用した場合に得られる理想上の反射係数演算値（真円になる）と、「実電力検
出部」の反射波電力検出値から演算した反射係数演算値の一例とをポーラーチャート上に
表して比較した図である。なお、図９の円の中心が｜Γ｜＝０（整合して反射無し）であ
り、円の最も外側が｜Γ｜＝１（全反射）を表している。
　（I）で示される軌跡は、反射係数の絶対値｜Γ｜＝ａ（０＜ａ＜ｂ＜１）となる反射
波電力の場合に、「理想電力検出部」を使用して得られる反射係数演算値を示す。
　（II）で示される軌跡は、反射係数の絶対値｜Γ｜＝ｂ（０＜ａ＜ｂ＜１）となる反射
波電力の場合に、「理想電力検出部」を使用して得られる反射係数演算値を示す。
　（III）で示される軌跡は、反射係数の絶対値｜Γ｜＝ａ（０＜ａ＜ｂ＜１）となる反
射波電力の場合に、「実電力検出部」を使用して得られる反射係数演算値を示す。
　（IV）で示される軌跡は、反射係数の絶対値｜Γ｜＝ｂ（０＜ａ＜ｂ＜１）となる反射
波電力の場合に、「実電力検出部」を使用して得られる反射係数演算値を示す。
【００１９】
　図９から分かるように、「理想電力検出部」を使用して得られる反射係数演算値と、「
実電力検出部」を使用して得られる反射係数演算値とでは差異が生じる。すなわち、「実
電力検出部」では、反射波電力の検出値に誤差があることを示している。また、反射係数
の絶対値｜Γ｜が０から大きくなるに連れて、「理想電力検出部」で検出される反射波電
力と、「実電力検出部」で検出される反射波電力との誤差が大きくなる。生じる誤差量は
位相角θによって増減し、増減の傾向は｜Γ｜の値が増減しても同じ傾向を示す。
【００２０】
　電力検出部１６の方向性が槻ね－４０ｄＢ以下であれば検出精度の誤差は、｜Γ｜＝０
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で±２％、｜Γ｜＝０．９８で±７．８％と少ない。しかし、周波数が高くなったり、電
力検出部１６の通過電力量が大きくなると、方向性は－２０ｄＢ程度を確保するのが限界
である。方向性が－２０ｄＢの場合の誤差は、｜Γ｜＝０で±２０％、｜Γ｜＝０．９８
で±７８．１％と桁違いに大きくなる。
【００２１】
（２）反射係数の絶対値｜Γ｜が大きい領域での問題：
　前述のＰＦ制御方式の高周波電源装置の場合は、｜Γ｜が０から大きくなるに連れて反
射波電力の検出信号に誤差が大きくなっても進行波電力ＰＦを一定にする制御を行ってい
るだけのため、反射波電力表示値に誤差が生じる程度の影響で済む。しかし、前述のＰＬ
制御方式の高周波電源装置の場合は、｜Γ｜が０から大きくなるに連れて反射波電力の検
出信号の誤差が大きくなるので、ポーラーチャートの外周付近ではＰＬ＝ＰＦ－ＰＲで表
される式のＰＲ分の量が変動し高周波電源装置はＰＬ制御を行っているにもかかわらず、
負荷への供給電力量が不安定となるので、負荷ヘの供給電力量が変動する。そのために、
プラズマの状態が変化して負荷側インピーダンスＺＬが変動する。その結果、プラズマを
維持できる状態でなくなることによって、プラズマの消滅現象が生じることがある。
【００２２】
　また、負荷への供給電力量が不安定となって、負荷側インピーダンスＺＬが変動すると
、整合器が整合させようとするが、負荷側インピーダンスＺＬが変動しているために、整
合目標点が不安定になる場合がある。そうなると、整合器に設けられた可変インピーダン
ス素子の目標位置も不安定になり、正確に定まらないので、整合器に設けられた可変イン
ピーダンス素子がハンチング現象を起こす場合がある。
【００２３】
したがって、反射係数の絶対値｜Γ｜が大きい領域では、ＰＬ制御は不向きであるので、
ＰＦ制御の方が望ましい。
【００２４】
（３）反射係数の絶対値｜Γ｜が小さい領域での問題：
　図１０は、電力検出部１６の整合目標点付近における反射波電力検出特性の一例を表す
図である。
　（V）で示される軌跡は、反射係数の絶対値｜Γ｜＝ｍ（ｍは整合目標点の許容範囲を
示す反射係数）となる反射波電力の場合に、「理想電力検出部」を使用して得られる反射
係数演算値を示す。
　（VI）で示される軌跡は、反射係数の絶対値｜Γ｜＝ｍとなる反射波電力の場合に、「
実電力検出部」を使用して得られる反射係数演算値を示す。
　図１０に示すように整合目標点付近では、進行波電力に比べ反射波電力の絶対量が少な
いため、方向性による反射波電力検出値の誤差も小さい。そのために、ＰＬ制御方式の高
周波電源装置において、ＰＬ＝ＰＦ－ＰＲで表される式のＰＲ分の誤差量が少ないので、
負荷に供給される電力量への影響が少なく、安定した電力量を負荷に供給できる。
【００２５】
　負荷のインピーダンスは高周波電源装置から供給される電力によって変化するために、
供給される電力量が安定していれば、整合器の整合動作と相まって、高速に整合を取るこ
とができる。
【００２６】
　一方、進行波電力一定制御方式の高周波電源装置の場合は、前述のように進行波電力Ｐ
Ｆを一定に制御しているため、反射波電力が増加すると、負荷への供給電力量が減少する
ので、プラズマの状態が変化して、負荷側インピーダンスＺＬが変動する。その結果、整
合状態でなくなったり、プラズマを維持できる状態でなくなることによって、プラズマの
消滅現象が生じることがある。
【００２７】
　また、負荷への供給電力量が不安定となって、負荷側インピーダンスＺＬが変動すると
、整合器が整合させようとするが、負荷側インピーダンスＺＬが変動しているために、整
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合目標点が不安定になる場合がある。そうなると、整合器に設けられた可変インピーダン
ス素子の目標位置も不安定になり、正確に定まらないので、整合器に設けられた可変イン
ピーダンス素子がハンチング現象を起こす場合がある。このような整合過程でのハンチン
グ現象が生じると、例えば、整合器に設けられた可変インピーダンス素子の一部分だけが
インピーダンスを変化させるための動作（例えば回転動作）をするので、部分的に磨耗が
進み、可変インピーダンス素子の寿命を短くする等の問題が生じる場合がある。
【００２８】
　そのために、整合目標点付近での高周波電源装置の出力電力制御方式としては、ＰＦ制
御よりも、ＰＬ制御の方が望ましい。
【００２９】
　そのために、本出願人が特願２００４－０８２０２８で提案したように、基準となる反
射係数の絶対値（以下、基準反射係数絶対値という）を定め、基準反射係数絶対値よりも
反射係数絶対値が大きい領域ではＰＦ制御を行い、基準反射係数絶対値よりも反射係数絶
対値が小さい領域ではＰＬ制御を行うことが考えられる。例えば、反射係数絶対値が０．
１以下の場合はＰＬ制御を行い、反射係数絶対値が０．１超の場合はＰＦ制御を行えばよ
い。
【００３０】
　しかし、基準反射係数絶対値は明確に定められるものではなく、概略では、図１１に示
すように、ＰＦ制御に適した領域（以下、ＰＦ制御適合領域という）、ＰＬ制御に適した
領域（以下、ＰＬ制御適合領域という）、及びＰＦ制御適合領域とＰＬ制御適合領域との
中間にあたる中間領域が存在する。
【００３１】
　図１１は、中間領域をポーラーチャート上に示した図である。この図１１において、斜
線で塗りつぶした領域が中間領域であり、中間領域より外側がＰＦ制御適合領域、中間領
域より内側がＰＬ制御適合領域を示す。この中間領域においては、外側になるほどＰＦ制
御に適する度合いが大きくなり、内側になるほどＰＬ制御に適する度合いが大きくなるが
、明確に基準反射係数絶対値を決めることができない領域である。このように明確な基準
反射係数絶対値の基準はないが、ＰＬ制御は、ＰＦ制御にくらべて消費電力量が多いので
、できるだけ基準反射係数絶対値を小さくして、電力消費量を少なくすることが望ましい
。
【００３２】
　ところで、反射係数の絶対値｜Γ｜が小さい領域には、僅かな条件変動、例えば、僅か
な高周波電力の変動や、整合装置の微動が原因となって負荷のインピーダンスが急激に変
動する領域が存在する場合がある（以下、この領域を変動領域という）。このような変動
領域では、負荷のインピーダンスが急激に変動することに伴って高周波電源装置の反射波
電力検出量も同時に増大する。その結果、負荷ヘの供給電力量が変動するために、反射係
数の絶対値｜Γ｜が小さい領域と同様で、プラズマの消滅現象や整合過程でハンチング現
象が生じる場合がある。したがって、変動領域での高周波電源装置の出力電力制御方式と
しては、ＰＦ制御よりもＰＬ制御の方が望ましい。
【００３３】
　基準反射係数絶対値よりも小さい領域に変動領域が存在すれば、変動領域に適したＰＬ
制御を行うことができる。ところが、上述したように、できるだけ基準反射係数絶対値を
小さくすることが望ましいために、変動領域を考慮せずに基準反射係数絶対値を設定する
と、変動領域の全部または一部が、基準反射係数絶対値よりも大きい領域に入ってしまう
ことがある。そうなると、変動領域での制御が上手くできないので、変動領域を考慮して
基準反射係数絶対値を設定する必要がある。すなわち、ポーラーチャート上において、基
準反射係数絶対値の内側の領域が、ＰＬ制御適合領域を含み、かつ変動領域を含むように
、基準反射係数絶対値を設定する必要がある。
【００３４】
　図１２は、変動領域の一例をポーラーチャート上に示した図である。変動領域９０は、
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領域全てがＰＬ制御適合領域に含まれる変動領域の一例を示す。変動領域９１は、領域の
一部がＰＬ制御適合領域に含まれ、その他の領域が中間領域に含まれる変動領域の一例を
示す。変動領域９２は、領域全てが中間領域に含まれる変動領域の一例を示す。
【００３５】
　なお、図１２は、図１１と同様にＰＬ制御適合領域、中間領域およびＰＦ制御適合領域
を示しているが、中間領域の斜線は描いていない。また、この図１２では、ポーラーチャ
ート上において、変動領域が中間領域よりも内側に存在する場合を示している。また、図
１２では、説明のために変動領域を円形で示したが、変動領域の大きさや形状は、一様で
はなく状況によって異なる。
【００３６】
　この図１２を例にとって基準反射係数絶対値をどのように設定するかを説明する。
【００３７】
　変動領域９０だけが存在する場合は、変動領域９０がＰＬ制御適合領域に存在するため
に、基準反射係数絶対値の最小値は、ＰＬ制御適合領域と中間領域との境界値となる。基
準反射係数絶対値の最適値が、境界値よりも大きい場合があるが、どの程度まで中間領域
に入り込むのが最適かは、その状況によって異なるために、実際の稼動時や実験時に決定
すればよい。
【００３８】
　変動領域９１が存在する場合は、変動領域９１がＰＬ制御適合領域だけでなく、中間領
域にも存在するため、少なくとも変動領域９１を含むように基準反射係数絶対値を設定す
る必要がある。また、変動領域９２が存在する場合も、変動領域９１の場合と同様に、少
なくとも変動領域９２を含むように基準反射係数絶対値を設定する必要がある。また、中
間領域内において、基準反射係数絶対値をさらに大きくした方が最適値となる場合がある
が、その状況によって異なるために、実際の稼動時や実験時に決定すればよい。
【００３９】
　このように、ポーラーチャート上において、基準反射係数絶対値の内側の領域が、ＰＬ
制御適合領域を含み、かつ変動領域を含むように、基準反射係数絶対値を設定する必要が
あるので、変動領域が存在しない場合に比べて、基準反射係数絶対値を大きく設定しなけ
ればならない場合がある。
【００４０】
　図１３は、図１２に示した変動領域９２が存在する場合の基準反射係数絶対値を示す図
である。
【００４１】
　変動領域９２がない場合は、基準反射係数絶対値＝Ｓ１とできる場合であっても、この
図に示すように、変動領域９２が存在すると、最低限、基準反射係数絶対値＝Ｓ２とする
必要があるために、変動領域９２が存在しない場合に比べて、斜線で塗りつぶした領域だ
けＰＬ制御を行う領域が拡大する。
【００４２】
　拡大した領域の内、変動領域９２はＰＬ制御を行う方が良いので、拡大した領域から変
動領域９２を除いた領域では、ＰＦ制御を行う場合に比べて余分な消費電力が増加すると
考えられる。
【００４３】
　これまで説明したように、従来の高周波電源装置では、ＰＬ制御を用いると、反射係数
の絶対値｜Γ｜が大きい領域で、プラズマの消滅現象や整合過程でハンチング現象が生じ
る場合があり問題であった。また、ＰＦ制御を用いると、反射係数の絶対値｜Γ｜が小さ
い領域でプラズマの消滅現象や整合過程でハンチング現象が生じる場合があり問題であっ
た。
【００４４】
　本発明は、上記事情のもとで考え出されたものであって、反射係数の絶対値｜Γ｜の広
い領域に亘って、プラズマの消滅現象や整合過程でのハンチング現象を生じさせないよう
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にし、さらに、変動領域が存在する場合であっても、余分な消費電力の増加をさせない高
周波電源装置を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００４５】
　第１の発明によって提供される高周波電源装置は、
　負荷に供給する高周波電力の電力値が一定になるように制御する高周波電源装置におい
て、
　高周波電力の供給源となる高周波出力手段と、
　前記高周波出力手段から負荷に向かう進行波および前記負荷側から高周波出力手段側に
向かう反射波を検出する検出手段と、
　前記検出手段によって検出した進行波および反射波に基づいて、進行波電力に対応する
信号および反射波電力に対応する信号を求める電力信号出力手段と、
　前記進行波電力に対応する信号から前記反射波電力に対応する信号を減じることによっ
て負荷側電力に対応した信号を演算する負荷側電力演算手段と、
　高周波電源装置の出力端で検出した高周波情報に基づいて、反射係数を演算する反射係
数演算手段と、
　反射係数または反射係数を特定可能な反射係数特定情報を用いて設定される複数の内側
領域および前記内側領域の夫々と対をなす複数の外側領域の設定データを記憶する記憶手
段と、
　前記反射係数演算手段で演算された反射係数が前記複数の内側領域のいずれかの内側領
域内に入った場合には、前記負荷側電力に対応した信号を電力信号として出力し、前記反
射係数演算手段で演算された反射係数が前記複数の内側領域のいずれかの内側領域を出て
その内側領域と対をなす外側領域内に入り更に外側領域外に出た場合には、前記進行波電
力に対応する信号を電力信号として出力する制御対象切替手段と、
　前記制御対象切替手段から出力される電力信号が、出力電力設定値に対応した信号と等
しくなるように前記高周波出力手段の出力を制御する制御手段と
を備え、
　前記記憶手段には、少なくとも、
（１）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記ポーラーチャートの中心であ
る反射係数の絶対値が０の点を含むように領域が設定された第１の内側領域、
（２）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記第１の内側領域を包囲するよ
うに領域が設定された第１の外側領域、
（３）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記ポーラーチャートの中心から
見て領域の最も外側の境界が前記第１の内側領域の境界よりも外側になるように領域が設
定された第２の内側領域、及び、
（４）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記第２の内側領域を包囲するよ
うに領域が設定された第２の外側領域、
の設定データが記憶されており、
　前記制御対象切替手段は、前記いずれかの外側領域と前記いずれかの内側領域とが重な
った場合、その重なった領域は内側領域として扱うことを特徴としている。
　また、第２の発明によって提供される高周波電源装置は、
　前記記憶手段に記憶される前記複数の内側領域及び複数の外側領域の設定データが、
　反射係数の絶対値および位相角、または前記反射係数の絶対値および位相角を特定可能
な反射係数特定情報を用いて設定されることを特徴としている。
【００４６】
　なお、「高周波電源装置の出力端で検出した高周波情報」とは、進行波、反射波、電流
、電圧、負荷側インピーダンスなど、高周波電源装置の出力端で検出した高周波に関する
情報または検出した情報に基づいて求めた情報であって、その情報に基づいて反射係数を
求めることができる情報をいう。
【００４７】
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　また、記憶手段に記憶される内側領域および外側領域の設定データは、反射係数を用い
て設定されるが、この反射係数とは、反射係数の絶対値と位相角とで表したものが好まし
いが、これに限定されるものではなく、反射係数を「実数部＋虚数部」の形式で表したも
のでもよい。また、反射係数の他に、反射係数を特定可能な情報（反射係数特定情報）も
含む。例えば、負荷側インピーダンスのように反射係数との関係式が定まっているもので
あってよい。
【００５０】
　第３の発明によって提供される高周波電源の制御方法は、
　負荷に供給する高周波電力の電力値が一定になるように制御する高周波電源の制御方法
において、
　反射係数または反射係数を特定可能な反射係数特定情報を用いて複数の内側領域および
前記内側領域の夫々と対をなす複数の外側領域を設定しておき、
　出力する進行波電力および負荷側から反射される反射波電力を検出するとともに、高周
波電源装置の出力端における反射係数を演算し、
　前記演算した反射係数が、前記複数の内側領域のうち、いずれかの内側領域内に入った
場合には、進行波電力から反射波電力を減じた負荷側電力を一定にする制御を行い、前記
複数の内側領域のうち、いずれかの内側領域を出てその内側領域と対をなす外側領域内に
入り更に外側領域外に出た場合には、進行波電力を一定にする制御を行い、
　前記複数の内側領域及び複数の外側領域として、少なくとも、
（１）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記ポーラーチャートの中心であ
る反射係数の絶対値が０の点を含むように領域が設定された第１の内側領域、
（２）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記第１の内側領域を包囲するよ
うに領域が設定された第１の外側領域、
（３）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記ポーラーチャートの中心から
見て領域の最も外側の境界が前記第１の内側領域の境界よりも外側になるように領域が設
定された第２の内側領域、及び、
（４）反射係数をポーラーチャート上に示したときに、前記第２の内側領域を包囲するよ
うに領域が設定された第２の外側領域、
の設定データが記憶されており、
　前記いずれかの外側領域と前記いずれかの内側領域とが重なった場合、その重なった領
域を内側領域として扱うことを特徴としている。
　また、第４の発明によって提供される高周波電源の制御方法は、
　前記複数の内側領域及び複数の外側領域の設定データが、反射係数の絶対値および位相
角、または前記反射係数の絶対値および位相角を特定可能な反射係数特定情報を用いて設
定されることを特徴としている。

【発明の効果】
【００５１】
　第１の発明によれば、反射係数の絶対値が大きい領域ではＰＦ制御、また、反射係数の
絶対値が小さい領域ではＰＬ制御にすることができるので、反射係数の絶対値が大きい場
合と小さい場合に、それぞれ適切な制御方法を選択できる。そのために、従来技術で課題
となっていた、反射係数の絶対値｜Γ｜が大きい領域で生じる問題と、反射係数の絶対値
｜Γ｜が小さい領域で生じる問題とを解消できる。
【００５２】
　すなわち、反射係数の絶対値が大きい領域では、ＰＦ制御を行うことによって、プラズ
マの消滅現象や整合過程でハンチング現象の回避を図ることができる。また、整合目標点
付近のように、反射係数の絶対値が小さい領域では、ＰＬ制御を行うことによって、プラ
ズマの消滅現象や整合過程でハンチング現象の回避を図ることができるので、ポーラーチ
ャートの広範囲に亘って、すなわち、反射係数の絶対値｜Γ｜の広い領域に亘って、適切
な電力制御を行うことができる。
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【００５３】
　さらに、整合過程でのハンチングの回避やプラズマの消滅の回避は、整合するまでに要
する時間の低減に繋がる。整合するまでに要する時間が低減されると、整合過程における
整合器の駆動部分の動作量が従来に比べて低減する。そのために、整合器の駆動部分の消
耗が低減し長寿命化を図ることができる。例えば、整合器に設けられた可変コンデンサや
可変インダクタの軸と軸受けとの摺動部分の磨耗が従来に比べて低減するので、可変コン
デンサや可変インダクタの長寿命化を図ることができる。
【００５４】
　さらに、整合するまでに要する時間が低減されるので、ウエハ、液晶基板等の被加工物
の処理時間を短縮することができる。したがって、生産性の向上が図れるだけでなく、電
力の消費量も低減することができる。
　さらに、整合するまでに要する時間が低減されるので、非整合状態時に発生しやすい異
常放電も減少する。そのために、異常放電によって発生するウエハへのダメージも低減す
ることができる。
【００５５】
　さらに、変動領域が存在した場合でも、変動領域専用の領域を設けて、変動領域に適し
たＰＬ制御を行わせることができる。そのために、ポーラーチャートの中心（原点）付近
に設けられる領域は、変動領域の存在を考慮することなく、領域を定めることができる。
すなわち、変動領域がポーラーチャートの中心付近に設けられる領域の外側に存在する場
合であっても、変動領域が含まれるように領域を拡大する必要がない。そのために、ＰＦ
制御にくらべて消費電力量が多いＰＬ制御が適用される領域を可能な限り小さくすること
ができる。したがって、適切な制御方法を選択しつつ、消費電力を少なくすることができ
る。
【００５６】
　なお、記憶手段に記憶される内側領域および外側領域の設定データは、反射係数を用い
て設定されるが、第２の発明のように、この反射係数を反射係数の絶対値と位相角とで表
したものにすると、前記反射係数演算手段で演算された反射係数が設定した内側領域内に
入ったか、または外側領域外に出たのかの判定が簡単にできるので好ましい。
【００５７】
　第３の発明の効果は、第１の発明の効果と同様である。
【００５８】
　また、第１及び第３の発明によれば、内側領域よりも外側領域の方を大きくしている。
そのために、ＰＬ制御からＰＦ制御への切り替え基準値と、ＰＦ制御からＰＬ制御への切
り替え基準値とが異なるので、反射係数が内側領域の境界付近で変動しても、ＰＬ制御と
ＰＦ制御とが交互に目まぐるしく切り替わる、いわゆるハンチング現象を防止することが
でき、より安定した電力制御を行うことができる。
【００５９】
　なお、複数の領域があると、領域が重なる場合がある。第１及び第３の発明によれば、
このような領域が重なった場合において、どのように制御するのかを定めるために、いず
れかの前記外側領域といずれかの前記内側領域とが重なった場合について規定している。

【発明を実施するための最良の形態】
【００６０】
　以下、本発明の詳細を図面を参照して説明する。
【００６１】
　図１は、本発明に係る高周波電源装置１の構成及び高周波電源装置１と整合器３と負荷
５との接続関係を示すブロック図である。
【００６２】
　本発明に係る高周波電源装置１は、内部の増幅部１５から出力する高周波電力（進行波
電力）を伝送線路２（例えば、同軸ケーブル）及び整合器３及び負荷接続部４（例えば、
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電磁波が漏れないように遮蔽された銅板）を介して負荷５に供給するための電源装置であ
り、出力する進行波電力あるいは負荷側電力をフィードバックして出力電力設定値に等し
くなるように制御する。
　なお、高周波電源装置１の増幅部１５から出力されて負荷５に向かう高周波電力を進行
波電力ＰＦという。反対に負荷側から高周波電源装置に向かう高周波電力を反射波電力Ｐ
Ｒという。また、一般にこの種の高周波電源装置では、数百ｋＨｚ以上の周波数の高周波
電力を出力している。
【００６３】
　ＯＮ／ＯＦＦ制御部１１は、ＯＮ信号またはＯＦＦ信号を入力とし、ＯＮ信号が入力さ
れた場合に、後述する水晶発振器１２から高周波信号が出力されるように制御する。
【００６４】
　水晶発振器１２は、所定の周波数の高周波信号を出力する。なお、ここで言う高周波信
号とは、正弦波信号に限らず、例えば、矩形波信号、三角波信号等も含む。
【００６５】
　電圧制御可変減衰器１３は、水晶発振器１２から出力された高周波信号と後述する誤差
増幅器２６の出力信号とを入力とし、誤差増幅器２６の出力信号を指令値として、入力し
た高周波信号のレベルを可変させて出力する。これにより、増幅部１５から出力する進行
波電力の出力レベルを可変させる。
【００６６】
　ＡＣ／ＤＣ変換部１４は、商用電源から供給される交流電力を直流電力に変換して、後
述する増幅部１５に供給する。
【００６７】
　増幅部１５は、ＡＣ／ＤＣ変換部１４から供給される直流電力と電圧制御可変減衰器１
３から出力された高周波信号とを入力とし、電圧制御可変減衰器１３から出力する高周波
信号を増幅して進行波電力ＰＦを出力する。よって、後述する誤差増幅器２６の出力によ
って、増幅部１５の出力レベルが制御されることになる。なお、増幅部１５から出力され
た進行波電力は、高周波電源装置の出力端としての高周波電力出力コネクタ１０１に接続
された伝送線路２を介して、高周波電源装置の外部に出力される。
【００６８】
　なお、増幅部１５、ＯＮ／ＯＦＦ制御部１１、水晶発振器１２、電圧制御可変減衰器１
３、及びＡＣ／ＤＣ変換部１４で構成される部分は、本発明の高周波出力手段の一例であ
る。
【００６９】
　電力検出部１６は、高周波電源装置１の出力端（図面上では、増幅部１５と後述する電
流電圧検出部２０との間の伝送線路上）に設けられ、増幅部１５から負荷に向かう進行波
及び高周波電源装置の外部から戻ってくる反射波を減衰させて取り出し、減衰進行波信号
ＲＦｐｆ及び減衰反射波信号ＲＦｐｒを出力する。この電力検出部１６には、例えば、方
向性結合器等が用いられる。また、電力検出部１６は、本発明の検出手段の一例である。
【００７０】
　なお、高周波電源装置１の出力端とは、図面上の出力端１０１だけでなく、増幅部１５
と高周波電源装置の出力端１０１との間、さらに伝送線路２上も、実質的に同等なので、
本明細書では、これらの位置をまとめて高周波電源装置の出力端とする。
【００７１】
　電力レベル変換器１７は、電力検出部１６から出力される減衰進行波信号ＲＦｐｆおよ
び減衰反射波信号ＲＦｐｒを直流信号に変換した後規格化して、進行波電力に対応する進
行波電力信号Ｖｐｆおよび反射波電力に対応する反射波電力信号Ｖｐｒとして出力する。
なお、電力レベル変換器１７は、本発明の電力信号出力手段の一例である。
【００７２】
　負荷側電力演算部１８は、進行波電力信号Ｖｐｆから反射波電力信号Ｖｐｒを減じるこ
とによって、負荷側電力に対応した負荷側電力信号Ｖｐｌを求めて出力する。上記の関係
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を演算式で表すと式（４）となる。なお、負荷側電力演算部１８は、本発明の負荷側電力
演算手段の一例である。
　Ｖｐｌ＝Ｖｐｆ－Ｖｐｒ　　　・・・・・（４）
【００７３】
　電流電圧検出部２０は、高周波電源装置１の出力端（図面上では、電力検出部１６と高
周波電源装置の出力端１０１との間の伝送線路上）に設けられ、高周波電流Ｉと高周波電
圧Ｅとを検出して出力するものである。なお、電流電圧検出部２０から負荷側を見た負荷
側インピーダンスＺＬ’と整合器３の入力端から負荷側を見た負荷側インピーダンスＺＬ
とは、同一又は略同一であるため、実用上、ＺＬ＝ＺＬ’とみなす。また、前述した電力
検出部１６から負荷側を見たインピーダンスも、負荷側インピーダンスＺＬ’とする。
【００７４】
　図２は、電流電圧検出部２０の回路構成例を示したものである。
　図２において、電流電圧検出部２０は、電流を検出する電流検出部２０２と、電圧を検
出する電圧検出部２０３とから構成されている。
【００７５】
　電流検出部２０２は、電力検出部１６と高周波電源装置の出力端１０１との間に設けら
れたカレントトランスＣＴと、カレントトランスＣＴの２次側コイルの両端間に設けられ
た抵抗Ｒ１によって構成されている。そのために、電力検出部１６と高周波電源装置の出
力端１０１との間の伝送線路２０１上の電流に対応した電圧が、抵抗Ｒ１の一端（アース
側）と他端（アースと反対側）との間に生じる。そして、抵抗Ｒ１の他端での電圧を検出
し、検出した電圧を高周波電流Ｉに対応する信号として出力する。便宜上、この信号を高
周波電流Ｉとする。
【００７６】
　電圧検出部２０３は、電力検出部１６と高周波電源装置の出力端１０１との間の伝送線
路とアース（ＧＮＤ）との間に設けられていて、コンデンサＣ１及びコンデンサＣ２によ
って構成されている。そのために、電力検出部１６と高周波電源装置の出力端１０１との
間の伝送線路２０１上の電圧がコンデンサによって分圧される。そして、コンデンサＣ１
とコンデンサＣ２との接続点から、分圧した電圧を高周波電圧Ｅに対応する信号として出
力する。便宜上、この信号を高周波電圧Ｅとする。
【００７７】
　なお、図２に示した例では、電圧検出部２０３を２つのコンデンサを用いた構成にして
いるが、この構成に限定されるものではなく、抵抗やインダクタやトランス（変圧器）を
用いた構成にしてもよい。
【００７８】
　再度、図１に戻って説明を行う。
　負荷インピーダンス演算部２１は、電流電圧検出部２０から出力する高周波電流Ｉと高
周波電圧Ｅを用いて電流電圧検出部２０から負荷側を見た負荷側インピーダンスＺＬ’を
演算して、演算結果を出力するものである。具体的な演算方法としては、先ず高周波電流
Ｉの絶対値｜Ｉ｜、高周波電圧Ｅの絶対値｜Ｅ｜、及び高周波電流Ｉと高周波電圧Ｅとの
位相差θieを求め、その後、式（５）によって負荷側インピーダンスＺＬ’の絶対値｜Ｚ
Ｌ’｜を演算する。なお、高周波電流Ｉ、高周波電圧Ｅは、電流電圧検出部２０において
分圧等がされているので、そのことを考慮して演算される。
　｜ＺＬ’｜＝｜ＺＬ｜＝｜Ｖ｜／｜Ｉ｜　　　・・・・・（５）
【００７９】
　次に、負荷側インピーダンスＺＬ’の抵抗分をＲｉ、リアクタンス分をＸｉ とし、Ｚ1
’＝Ｒｉ ＋ｊＸｉ とおくと、Ｒｉ及びＸｉは式（６）、式（７）で与えられる。
　Ｒｉ＝｜ＺＬ’｜・ｃｏｓ（θie）＝｜ＺＬ｜・ｃｏｓ（θie）　・・・（６）
　Ｘｉ＝｜ＺＬ’｜・ｓｉｎ（θie）＝｜ＺＬ｜・ｓｉｎ（θie）　・・・（７）
【００８０】
　反射係数演算部２２は、負荷インピーダンス演算部２１から出力される負荷側インピー
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ダンスＺＬ’の抵抗分Ｒｉとリアクタンス分Ｘｉとから、反射係数Γの絶対値｜Γ｜と反
射係数の位相角θとを演算する。具体的には、反射係数Γは、特性インピーダンスをＺ０
として、式（８）で表される。
　Γ＝（ＺＬ’－Ｚ０）／（ＺＬ’＋Ｚ０）
　　＝（ＺＬ－Ｚ０）／（ＺＬ＋Ｚ０）　　・・・・・（８）
　ここでは、特性インピーダンスＺ０を５０Ωとしているので、この式（８）を解くこと
により反射係数Γの絶対値｜Γ｜および位相角θを求めることができる。
　なお、式（８）を変形すると、式（９）のように、反射係数Γと特性インピーダンスＺ
０から負荷側インピーダンスＺＬ’を求める式が得られる。また、反射係数演算部２２は
、本発明の反射係数演算手段の一例である。
　ＺＬ’＝ＺＬ＝Ｚ０・（（１＋Γ）／（１－Γ））　　・・・・・（９）
【００８１】
　領域設定記憶部２３は、反射係数ΓによってＰＦ制御するかＰＬ制御するかを定めるた
めの基準となる領域を設定して記憶する。この領域は、反射係数Γの絶対値｜Γ｜および
位相角θによって設定されている。なお、領域設定記憶部２３は、本発明の記憶手段の一
例である。
【００８２】
　図３は、領域設定記憶部２３に記憶されている領域の設定データの一例を示すものであ
る。また、図４は、図３で設定している領域をポーラーチャート上に図示したものである
。
　なお、図４では、図面の都合上、ポーラーチャートの中心付近だけを拡大表示している
。また、図３において、｜Γｉ｜は、後述する内側領域の境界を定める反射係数Γの絶対
値を示し、｜Γｏ｜は、後述する外側領域の境界を定める反射係数Γの絶対値を示す。ま
た、θｉは、内側領域の境界を定める位相角（単位：度）を示し、θｏは、外側領域の境
界を定める位相角（単位：度）を示す。また、内側領域は、｜Γｉ｜及びθｉで表される
境界の内側の領域を示すものであり、外側領域は、｜Γｏ｜及びθｏで表される境界の内
側の領域のうち、内部にある内側領域を除くものである。すなわち、内側領域を取り囲む
ように外側領域を設けている（考え方としては、外側領域が内側領域を含むが、後述する
ように、外側領域と内側領域とが重なった場合、その重なった領域は内側領域とするので
、実質上、上記のように、外側領域は内部にある内側領域を除くものとなる）。
【００８３】
　なお、図３、図４では、領域１～領域３の３つの領域を示しているが、領域の数は限定
されるものではない。また、領域１は、ＰＬ制御およびＰＦ制御のどちらの制御方式にす
るかを決めるための基本的な領域であるので、必ず設けられる。しかし、変動領域は、存
在しない場合がある。この場合は、変動領域に対応した領域２～領域３のような領域は領
域設定記憶部２３に記憶されない。なお、領域１は、位相角が０°～３６０°であるので
、実質的に反射係数の絶対値だけで領域が設定している円形領域と言える。
【００８４】
　また、領域の大きさ等は一例であって、実際には、その状況に応じて適切な値が設定さ
れる。例えば、領域２および領域３では、内側領域の反射係数Γｉの絶対値｜Γｉ｜と外
側領域の反射係数Γｏの絶対値｜Γｏ｜との差が、それぞれ０．０２、０．０３であるが
、実際には、その状況に応じて、適切な値が設定される。
【００８５】
　ところで、前述したように、ポーラーチャートの中心付近と変動領域は、ＰＬ制御に適
した領域である。そこで、反射係数Γ（具体的には反射係数演算部２２から出力された反
射係数Γ）が、これらの領域内に入るとＰＬ制御にするために、ポーラーチャートの中心
付近領域および変動領域に相当する領域に「内側領域」という特別な領域を設ける。基本
的には反射係数Γが、内側領域内に入るとＰＬ制御を行い、内側領域外に出るとＰＦ制御
を行うようにする。しかし、反射係数Γが内側領域の境界付近で変動すると、ＰＬ制御と
ＰＦ制御とが交互に目まぐるしく切り替わる、いわゆるハンチング現象を引き起こしてし
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まう。
【００８６】
　そこで、このハンチング現象を防止するために、内側領域の外側に「外側領域」という
特別な領域を設け、反射係数Γが、領域設定記憶部２３に記憶されたいずれかの領域の内
側領域の外部から内部に入った場合にはＰＬ制御を行い、反射係数Γが、領域設定記憶部
２３に記憶されたいずれかの領域の外側領域の内部から外部に出た場合にはＰＦ制御を行
うようにする。このように制御を行うと、ＰＬ制御からＰＦ制御への切り替え基準値と、
ＰＦ制御からＰＬ制御への切り替え基準値とが異なるので、ハンチング現象を防止するこ
とができる。
【００８７】
　次に、変動領域に関する内側領域および外側領域の設定方法を図４で示した領域２を例
にして説明する。
　領域２の内側領域は、上述したように変動領域に相当する領域とする。このように設定
することによって、上述したように、反射係数演算部２２から出力された反射係数Γが内
側領域に入った場合に、変動領域に入ったと見なすことができるので、ＰＬ制御に切り替
えるか否かの判定が可能になる。ところが、変動領域というのは、明確に領域が定まって
いるものではなく、実際の稼動時や実験時の状況によっても異なる。そのために、変動領
域の設定は、領域を大まかに推測して行わざるを得ない。換言すれば、変動領域の設定は
、精度よく行うことができない。
【００８８】
　そこで、変動領域に相当する内側領域の設定は、精度を上げる代わりに、設定が簡単に
できるようにして、利便性を高めた方が効果的である。そのために、図３に示すように、
領域を内側領域および外側領域を反射係数Γの絶対値｜Γ｜および位相角θで設定するよ
うにすると、反射係数演算部２２から出力された反射係数Γが内側領域に入ったか否かを
判定し易く、かつ設定も簡単になる。これは、ポーラーチャートの中心付近の領域でも同
様である。
【００８９】
　なお、領域２、領域３のような変動領域が存在する場合、これらの変動領域を含むよう
に、領域１を設定してもよい。すなわち、領域１を図３、図４よりも大きな領域にしても
よい。このようにすると、設定が簡易化され、かつ制御も簡単になる。しかし、ＰＬ制御
は、ＰＦ制御にくらべて消費電力量が多いので、省電力化の面から考えると、変動領域が
存在した場合は、図３、図４に示したように、変動領域専用の領域を設けて、ＰＦ制御に
くらべて消費電力量が多いＰＬ制御が適用される領域を可能な限り小さくした方が好まし
い。
【００９０】
　次に図３、図４に示す領域１と領域３のように複数の領域が重なった場合について説明
する。前述したように、ポーラーチャートの中心付近と変動領域は、ＰＬ制御に適した領
域である。図３、図４に示した例の場合、領域１の内側領域は、ポーラーチャートの中心
付近であるためＰＬ制御に適しており、領域２および領域３の内側領域は、変動領域に相
当するので、ＰＬ制御に適している。それぞれの領域が重ならず単独で存在する場合は、
前述した方法で制御をすればよいが、図３、図４に示す領域１と領域３のように、複数の
領域が重なった場合は、ある領域の内側領域の中に、他の領域の外側領域が入り込む形に
なる。
【００９１】
　このような場合は、上述した方法では、ＰＬ制御またはＰＦ制御のどちらを選択すれば
よいのか判定できない。そこで、このように内側領域と外側領域とが重なった場合は、内
側領域と見なすようにすればよい。
【００９２】
　図５は、複数の領域が重なった場合の内側領域および外側領域を説明する図である。こ
の図５は、上記の考え方を図４に適応したものである。このように、図４に示す領域１と



(16) JP 4875331 B2 2012.2.15

10

20

30

40

50

領域３の２つの領域が合体して、１つの領域になったと見なせばよい。
【００９３】
　再度、図１に戻って説明を行う。
　領域判定部２４は、反射係数演算部２２から出力する反射係数Γの絶対値｜Γ｜および
位相角θによって、適した制御方法を選択する。具体的には、反射係数演算部２２から出
力する反射係数Γが、領域設定記憶部２３に記憶されたいずれかの領域の内側領域（｜Γ
ｉ｜及びθｉで表される領域）の外部から内部に入った場合に、後述するスイッチ回路２
５に対してＰＬ制御に用いる負荷側電力信号Ｖｐｌを出力するように指令する。また、反
射係数Γが、領域設定記憶部２３に記憶されたいずれかの領域の外側領域（｜Γｏ｜及び
θｏで表される領域）の内部から外部に出た場合に、スイッチ回路２５に対してＰＦ制御
に用いる進行波電力信号Ｖｐｆを出力するように指令する。
【００９４】
　なお、初期状態である高周波電力の出力開始時には、例えば、次のようにすればよい。
（ａ）反射係数Γが、領域設定記憶部２３に記憶されたいずれかの領域の内側領域の内部
である場合は、スイッチ回路２５に対して負荷側電力信号Ｖｐｌを出力するように指令す
る。
（ｂ）反射係数Γが、反射係数Γが、領域設定記憶部２３に記憶されたいずれかの領域の
内側領域の外部である場合に、スイッチ回路２５に対して進行波電力信号Ｖｐｆを出力す
るように指令する。
【００９５】
　スイッチ回路２５は、電力レベル変換器１７から出力される進行波電力信号Ｖｐｆと負
荷側電力演算部１８から出力される負荷側電力信号Ｖｐｌとを入力とし、領域判定部２４
の指令に基づいて進行波電力信号Ｖｐｆと負荷側電力信号Ｖｐｌのどちらかを出力するよ
うに内部のスイッチを切り替える。なお、領域判定部２４およびスイッチ回路２５で構成
される部分は、本発明の制御対象切替手段の一例である。
【００９６】
　誤差増幅器２６は、電力レベル変換器１７から出力される進行波電力信号Ｖｐｆあるい
は負荷側電力演算部１８から出力される負荷側電力信号Ｖｐｌと、出力電力設定値に対応
した出力電力設定信号Ｖｓｅｔとを入力し、進行波電力信号Ｖｐｆあるいは負荷側電力信
号Ｖｐｌの大きさが、出力電力設定信号Ｖｓｅｔの大きさと等しくなるように電圧制御可
変減衰器１３に指令値となる電力制御信号Ｖｐｃを出力する。上記の関係を演算式で表す
と式（１０）または式（１１）となる。なお、誤差増幅器２６は、本発明の制御手段の一
例である。
Ｖｐｃ∝（Ｖｓｅｔ－Ｖｐｆ）　　　・・・・・（１０）
Ｖｐｃ∝（Ｖｓｅｔ－Ｖｐｌ）　　　・・・・・（１１）
【００９７】
　前述したように、電圧制御可変減衰器１３は、水晶発振器１２から出力された高周波信
号と後述する誤差増幅器２６の出力信号とを入力とし、誤差増幅器２６の出力信号を指令
値として、入力した高周波信号のレベルを可変させて出力するので、増幅部１５の出力を
制御することができる。
【００９８】
　次に、本発明に係る高周波電源装置を含むシステムにおいて、高周波電源装置から高周
波電力が出力されてからの動作を図６を参照して説明する。
【００９９】
　図６は、本発明に係る高周波電源装置を含むシステムの整合動作過程における反射係数
の変化の一例をポーラーチャート上に表した図である。なお、この図６は、図５で説明し
たポーラーチャート上に、反射係数の変化を表したものであるが、目盛等を省略している
。
【０１００】
（１）図６のＰ１：
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　前述した高周波電源装置を含むシステムにおいて、高周波電源装置から負荷５に高周波
電力が供給されて放電可能な状態になると、放電が開始される。この段階では、整合して
いないために反射波電力が多く、ほぼ全反射の状態である。すなわち、反射係数Γの絶対
値｜Γ｜≒１の状態である。このときの反射係数は、全ての領域の外にあるので、ＰＦ制
御にて制御される。なお、図６は、ポーラーチャートの中心付近だけを拡大表示している
ため、本来のＰ１の位置は、別の位置にある。その意味で、Ｐ１からＰ２に向かう線を点
線で表している。
【０１０１】
（２）図６のＰ２：
　整合器３が、反射波電力を減少させるように整合動作を行う。その過程で、Ｐ２で示さ
れる位置に達するが、この時点での反射係数は、全ての領域の外にあるので、ＰＦ制御に
て制御される。
【０１０２】
（３）図６のＰ３：
　整合器が、さらに反射波電力を減少させるように整合動作を行う。その過程で、Ｐ３で
示される位置に達して、領域２の外側領域内に入るが、この時点では、ＰＦ制御にて制御
されたままである。
【０１０３】
（４）図６のＰ４：
　整合器が、さらに反射波電力を減少させるように整合動作を行う。その過程で、Ｐ４で
示される位置に達して、領域２の内側領域内に入ると、ＰＬ制御に切り替える。
【０１０４】
（５）図６のＰ５：
　整合器が、さらに反射波電力を減少させるように整合動作を行う。その過程で、Ｐ５で
示される位置に達して、領域２の内側領域外に出るが、この時点では、ＰＬ制御にて制御
されたままである。
【０１０５】
（６）図６のＰ６：
　整合器が、さらに反射波電力を減少させるように整合動作を行う。その過程で、Ｐ６で
示される位置に達して、領域２の外側領域外に出ると、ＰＦ制御に切り替える。
【０１０６】
（７）図６のＰ７：
　整合器が、さらに反射波電力を減少させるように整合動作を行う。その過程で、Ｐ７で
示される位置に達して、領域１の外側領域内に入るが、この時点では、ＰＦ制御にて制御
されたままである。
【０１０７】
（８）図６のＰ８：
　整合器が、さらに反射波電力を減少させるように整合動作を行う。その過程で、Ｐ８で
示される位置に達して、領域１の内側領域内に入ると、ＰＬ制御に切り替える。その後も
整合器が、さらに反射波電力を減少させるように整合動作を行う。その結果、最終的には
、整合目標点に到達し、整合状態になる。
【０１０８】
（９）図６のＰ９：
　整合状態の間は、ＰＬ制御を行うが、負荷の条件（電力供給量など）が変化すると、負
荷のインピーダンスが変化して反射が増える場合がある。この場合に、Ｐ９で示される位
置に達して、領域１の内側領域外に出るが、この時点では、ＰＬ制御にて制御されたまま
である。なお、このＰ９で示される位置では、図５で説明したように、領域１と領域３の
２つの領域が合体して、１つの領域になったと見なしているので、実質的には、Ｐ９で示
される位置は、領域３の内側領域から外側領域に出た位置である。
【０１０９】
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（１０）図６のＰ１０：
　さらに反射波電力が増加し、Ｐ１０で示される位置に達して、領域３の外側領域外に出
ると、ＰＦ制御に切り替える。
【０１１０】
（１１）図６のＰ１１：
　さらに反射波電力が増加し、Ｐ１１で示される位置に達する。この時点での反射係数は
、全ての領域の外にあるので、ＰＦ制御にて制御されたままである。
【０１１１】
（１２）以降は、これまで説明した制御と同様であり、整合器が、反射波電力を減少させ
るように整合動作を行う。その過程で、反射係数がいずれかの領域内に入ると、その状態
に応じてＰＬ制御かＰＦ制御のどちらかが選択される。
【０１１２】
　これまで説明したような方法で制御方式を切り替えることによって、反射係数の絶対値
｜Γ｜の広い領域に亘って、プラズマの消滅現象や整合過程でのハンチング現象を生じさ
せないようにできる。また、変動領域が存在する場合であっても、余分な消費電力を増加
させないことができる。
【０１１３】
　なお、本発明は、上記の実施形態に限定されるものではない。例えば、上記実施形態で
は、図３で示したように、領域設定記憶部２３に記憶される反射係数を反射係数の絶対値
と位相角とで表しているが、反射係数を「実数部＋虚数部」の形式にしてもよい。また、
例えば、式（８）および式（９）に示されているように、反射係数Γと負荷側インピーダ
ンスＺＬ（ＺＬ’）との関係式が分かっている。そのために、領域設定記憶部２３にて設
定される反射係数をインピーダンスで定めるようにしてもよい。また、領域設定記憶部２
３に記憶される反射係数は、反射係数を特定可能な情報であればよい。その後、反射係数
の絶対値と位相角とで表す形式に変換した後に、反射係数演算部２２から出力された反射
係数Γとの関係に基づいて制御方式を切り替えればよい。
【０１１４】
　また、上記実施例では、反射係数の具体例として、反射係数演算部２２から出力された
反射係数Γとしているが、式（１）で示したように減衰進行波信号ＲＦｐｆと減衰反射波
信号ＲＦｐｒとから求めてもよい。
【０１１５】
　また、複数の変動領域が存在する場合、本来ならば、領域設定記憶部２３に設定する領
域として、複数の変動領域に対応する複数の領域が必要である。しかし、複数の変動領域
が隣接して存在している場合や複数の変動領域が近くに存在している場合は、設定の簡素
化、制御の簡易化を目的として、隣接する変動領域または近くにある変動領域を１つとし
て見なして、領域設定記憶部２３に設定する領域を１つにまとめてもよい。
【０１１６】
　また、整合器３等の外部装置から、反射係数Γや負荷側インピーダンスＺＬを入力して
もよい。
【図面の簡単な説明】
【０１１７】
【図１】図１は、本発明に係る高周波電源装置１の構成及び高周波電源装置１と整合器３
と負荷５との接続関係を示すブロック図である。
【図２】図２は、電流電圧検出部２０の回路構成例を示したものである。
【図３】図３は、領域設定記憶部２３に記憶されている領域の設定データの一例を示すも
のである。
【図４】図４は、図３で設定している領域をポーラーチャート上に図示したものである。
【図５】図５は、複数の領域が重なった場合の内側領域および外側領域を説明する図であ
る。
【図６】図６は、本発明に係る高周波電源装置を含むシステムの整合動作過程における反
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射係数の変化の一例をポーラーチャート上に表した図である。
【図７】図７は、ＰＦ制御を用いた従来の高周波電源装置５０の構成及び高周波電源装置
５０と整合器３と負荷５との接続関係を示すブロック図である。
【図８】図８は、ＰＬ制御を用いた従来の高周波電源装置５１の構成及び高周波電源装置
５１と整合器３と負荷５との接続関係を示すブロック図である。
【図９】図９は、ＰＦ制御を行う場合に、「理想電力検出部」（検出値に全く誤差のない
電力検出部）を使用した場合に得られる理想上の反射係数演算値（真円になる）と、「実
電力検出部」の反射波電力検出値から演算した反射係数演算値とをポーラーチャート上に
表して比較した図である。
【図１０】図１０は、電力検出部１６の整合目標点付近における反射波電力検出特性を表
す図である。
【図１１】図１１は、中間領域をポーラーチャート上に示した図である。
【図１２】図１２は、変動領域の一例をポーラーチャート上に示した図である。
【図１３】図１３は、図１２に示した変動領域９２が存在する場合の基準反射係数絶対値
を示す図である。
【符号の説明】
【０１１８】
１　　　本発明に係る高周波電源装置
２　　　伝送線路
３　　　整合器
４　　　負荷接続部
５　　　負荷
１１　　ＯＮ／ＯＦＦ制御部
１２　　水晶発振器
１３　　電圧制御可変減衰器
１４　　ＡＣ／ＤＣ変換部
１５　　増幅部
１６　　電力検出部
１７　　電力レベル変換器
１８　　負荷側電力演算部
２０　　電流電圧検出部
２０２　電流検出部
２０３　電圧検出部
２１　　負荷インピーダンス演算部
２２　　反射係数演算部
２３　　領域設定記憶部
２４　　領域判定部
２５　　スイッチ回路
２６　　誤差増幅器
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